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IEAはOPECに対抗するエネルギー安全保障機関として設立。
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IEA was created!

１９７４年の創設以来IEAは三回、戦略石油備蓄を放出した。
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中東の不安定性が石油市場にとって
より大きなリスクとなる。 低価格ならなおさら。

足下の石油価格下落で目を曇らせるな。 需要が日量１千４百万バレル増えたときのリ

スクは大きい。as
s on Iraq & the rest of the Middle East
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Oil production growth
in United States, Canada, Brazil & the Middle East
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より不安定化するイラクとその他の中東への依存が上昇するからだ。

IEA data
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シェール革命による地政学的変化
エネルギー自立を実現する米国の一人勝ちへ

IEA data
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米国の中東からのエネルギー自立。
中東の石油がアジアへ: 新たなエネルギー地政学

中東からの石油輸出（仕向け地域別）

2035年までに、中東産石油の 90％近くがアジアへ輸出される。
北米の純輸出地域としての台頭がこの東方シフトを加速
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カタールはＬＮＧで中
部電力の全発電量の
四割を供給

ホルムズ海峡の地政学リスク
海峡封鎖は日本経済、特に中部地方にとってガス途絶が死活問題。

中東危機は千年に一度よりは頻繁に起こる可能性が高いが、準備は大丈夫か。



USDOD China Report 2017 7

中国の石油・ガス輸入戦略：一帯一路



Mid-Term Oil & Gas Market 2010, IEA

ロシアのエネルギー政策は東を向く。 ウクライナ危機を契機に中国
との価格交渉成立。次は日露エネルギーブリッジ？
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一次エネルギー需要の変化

低炭素燃料・技術が2040年までのエネルギー需要の増加のほぼ半分を供給し、そ
の大部分を再生可能エネルギーが占める。
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エネルギー
技術見通し
2017 

Catalysing Energy 
Technology 
Transformations
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全世界の二酸化炭素排出量はフラット化。 デカップルは今後も続くのか？

IEAの分析によれば全世界の二酸化炭素排出量は２０１６年まで経済成長にもかかわらず三年間フラ
ットに。これは米国のガスによる石炭代替と中国の石炭発電縮小のおかげ。
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Efficiency 40%

Renewables 35%

Fuel switching 5%

Nuclear 6%

CCS 14%

技術革新でどこまでCO２削減が可能か？ 二度超シナリオ（Beyond２DS）
とは。

２０６０年までにカーボンニュートラル（ネットゼロ排出）になれば
２１００年に大気温度上昇を1．75度に抑えられる。

Technology area contribution to global cumulative CO2 reductions 
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クリーンテクノロジーは十分活用されていないのか？

２０１６年版では太陽光、風力、電気自動車がOn Trackと評価されたが、２０１７年
版ではエネルギー貯蔵が新たに追加された。 原子力は更なる努力が必要。

Energy storage 
Solar PV and onshore wind   

Other renewable power   

Building construction   

Nuclear   
Transport – Fuel economy of light-duty vehicles  

Lighting, appliances and building equipment  

Electric vehicles 

Energy-intensive industrial processes  

Transport biofuels   

Carbon capture and storage   
More efficient coal-fired power   

●Not on track ●Accelerated improvement needed ●On track

ETP2017
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Centralised fuel production,
power and storage

Renewable energy resources

EV

Co-generation

Smart energy
system control

Distributed
energy resources

Surplus heat

H  vehicle2

再生エネルギーの活用には地域分散型のシステム思考が必
要。

We need to move away from a one-directional energy delivery philosophy to a digitally-enhanced, 
multidirectional and integrated system that requires long-term planning for services delivery 

ETP2017
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貯蔵コストは大幅に低下しているが、二度、二度超シナリオには電力貯蔵革
命が必要だ。

Batteries experience a huge scale-up in the B2DS, with EV battery markets leading other sectors in size

Installed battery storage and costs under various scenarios 
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CCS は徐々に進んでいる。CCSは現在３千万トン規模。これを７０億トンから１１０億トンにする必要がある。 これは技術
ではなく政策の問題。ノルウェーは＄６０の炭素税でスレイプナーガス田でのCCSを実現。

二酸化炭素分離貯蔵（CCS）はまだまだ努力不足。
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電気自動車は順調に伸びて来たが、

PEVは２０１６年に２００万台に到達したが、

Evolution of the global BEV and PHEV stock, 2010-2016
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電気自動車は順調に伸びて来たが、引き続き政策努力が必要。

PEVは２０１６年に２００万台に到達したが、販売は減速（＋ 70%から 40%へ）。 標準シナリオで
2030年に 5600万台、 2DS では1.6億台、 B2DS では2億台になる必要が。

Evolution of the global BEV and PHEV stock, 2010-2016
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二度超シナリオ実現には輸送セクターでEV革命が必要

B2DS（二度超シナリオ）実現にはゼロエミッション地域指定や内燃機関エ
ンジン車の販売禁止などの強力な規制導入が必要になる。

Vehicle sales and technology shares under different scenarios
Heavy-Duty Vehicles (millions)Light-duty Vehicles (millions)
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新政策シナリオでは石油需要のピークは
来ないが、４５０シナリオでは起こる。

サウジアラムコの株式公開の裏にEV
化など温暖化対策の脅威がある。

石器時代は石がなくなったので終わったわけではない。

WEO 2013
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水素経済の可能性：千代田化工建設の提案するスペラ水素計画
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Energy self-sufficiency* by fuel in 2013

Source: Energy Data Center, IEA.

* Self-sufficiency =
domestic production /
total primary energy supply

Note: Does not include fuels not in the fossil fuels, renewables and nuclear categories.
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ヨーロッパは系統線連係で集団的エネルギー
安全保障と持続可能性実現を目指す

Physical energy flows between European countries, 2008 (GWh)

Source: ENTSO-E
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ソフトバンク 孫正義氏のプレゼンテーションから
24

孫正義さんのアジアスーパーグリッド構想
“Energy for Peace in Asia” New Vision?



「日本では電力市場改革と系統網の周波数統一が必要。」と
ＩＥＡは福島以前から提言してきた。

地域・事業者・発電種別設備容量と地域間連系線

国内のエネルギー市場が一層統合されることで、変動型の再生エネルギー発電
利用を拡大しつつ、供給の安定性及び経済効率性が確保される。

Source: 資源エネルギー庁、電気事業連合会、電力系統利用協議会、 ＩＥＡ算定

５０hz

６０hz
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持続可能性と原子力
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日本の電力システムは福島原発事故以来危機的状況にあ
るが、原発再稼働と再生エネルギー拡大で多様性かつ持
続可能性を高めることができる。

WEO2014

２０４０年に再生可能エネルギー３２％、ガス２３％、石炭２２％、原子力２１％。

日本の発電量構成と二酸化炭素原単位

再生可能エネ

原子力

石油

ガス

石炭

発電のＣＯ２
原単位
（右目盛り）
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• 2013の発電シェア
– 化石燃料: 68%
– 再生可能エネ: 22%
−原子力：11％

2DS 2050の発電シェア:
再生可能エネ:  67%
化石燃料: 17% (CCS12%)
原子力： 16％

ETP2016
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原子炉建設の推移：年２０基以上建設した時代もあった
が、２０３０年代には多くの軽水炉が廃炉へ。

WEO2014
IEAによれば２０４０年までに２００基（現能力の４０％）の軽水炉が
廃炉になる。 29



原子力発電能力は６０％増加するが中国、インド、ロシアに
集中。 WH事件後、OECD地域では軽水炉建設は難事に？

発電能力（ネット）変化, 2013-2040 （ネット＝新設−廃炉）

2040までに原子力発電の拡大で現在の二酸化炭素排出量四年分を削減、
また、ある国にはエネルギー安全保障の向上と貿易収支改善をもたらす。

-20 0 20 40 60 80 100 120 140
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日本

米国
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中国

GW

WEO2014
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福島第一原発事故の教訓。
国民の理解にはけじめをつけることが不可欠。

• 国際的に共有すべき原則的教訓
– 安全文化の確立。 想定外のものを想定する。 （津波、全電源喪失、テロ、大規模電源喪失）

– 過酷事故に対する深層防護、同一事象による危機 、 複合災害などへの準備。 安全に加えテロ対策への重
点化。（NRCのB5b条項問題の反省）

– なぜ他の発電所 （福島第二（ＨＢＲ）、女川（ＩＡＥＡ）、東海第二）で防げた事故が、福島第一発電所で防げ
なかったのかを客観的に明らかにすべし。

• 安全性を確立する措置

– 「人災であり、防げたはず。」 （畑村政府事故調委員長、 国会事故調報告 ）

– NRC, IAEA などとの国際協力。 共同委員会によるピアレビューなど。 国際的サイクルメカニズ
ム。 失われた信頼回復措置。

– 安全の科学的判断のためのNRC型独立規制委員会による基準及び規律。
– 安全規制の透明性、プライオリティ付け、バックフィットなど。

• 電力供給の安定性確立

– 発電所の分散と集中のバランス

– 系統線連携強化、５０ｈｚ・６０ｈｚ問題、国際的連係も視野に

• それでも災害が起こってしまってからの回復措置: 安心のための措置
– 米国で同じことが起こったらどうだったのか？ FEMA（米国連邦緊急事態管理庁）型緊急時対

応組織。 専門スタッフの訓練育成。 原子力技術への自衛隊の参加。 現場力。 スマート
メーターによる停電回避。
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なぜ女川、福島第二、東海第二は助かったのか？
IAEAによる福島第一原子力発電所事故報告書から

IAEA The Fukushima Daiichi Accident Technical Volume 1 32
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原子力発電に関する国民の関心事項に答える必要があ
る。 安全、廃炉、核不拡散、使用済み燃料問題など。

原子力炉の廃炉 1990-2040

国民の関心はプラントの安全、廃炉、廃棄物処理、核不拡散など。

使用済み燃料

ＥＵ 米国 日本 その他

現在の能力の
38% が2040年ま
でに廃炉となる
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２０４０年までに軽水炉２００基が廃炉に、、 the amount of spent fuel doubles使用済み燃料は倍増。

WEO2014
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原子炉の技術的進化の歴史
軽水炉は福島事故で建設遅延、西側諸国での新規立
地困難に。3．5世代炉で時間を稼ぎ、第４世代へ。
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世界の高速炉開発は露中印がリード

JAEA資料
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米国でも様々なベンチャーが第四世代炉を開発
中である。
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ロバートストーン監督の
映画「パンドラの約束」
は環境派の中で原子
力が切り札と考える人
たちの物語。 映画の
中で受動的安全性を持
つ高速炉（統合型高速
炉IFR）が紹介された。

地球環境問題
も待ったなし。
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統合型高速炉と電解型乾式再処理はウラン資源の効率的利用、受動的安全性、放射性廃棄
物処理の容易性、核不拡散性において軽水炉システムより優れている。

Dr. YOON IL CHANG
Argonne National Laboratory 

「パンドラの約束」に登場する安全性に優れた統合型高速炉
（Integral Fast Reactor）と電解型乾式再処理施設
（Pyroprocessing）
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Idaho National Laboratory
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次世代炉として革命的進化:
–ほぼ無限なエネルギー源
– 固有（受動的）安全性が実証された（１９８６年の実験）
– 長期廃棄物処理技術
– 核不拡散性
–閉じられた核燃料サイクル
–湿式再処理と比べ施設がコンパクトでコストも安い

金属燃料と乾式電解再処理法

福島第一燃料デブリ処理に有効な技術

軽水炉の使用済み燃料処理を補完

日本も電力中央研究所が乾式再処理開発に参加したが、ク
リントン政権が1994年に研究を中止したため停止。

統合型高速炉の技術特性
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Loss-of-Flow without Scram Test in EBR-II 

Dr. YOON IL CHANG
Argonne National Laboratory 

映画に登場する１９８６年に行なわれた福島事故に酷
似する全電源喪失実験。 炉内温度の推移。

人の手を介さずに炉
は停止した。
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乾式再処理施設は湿式と比べ施設がコンパクトなので
建設コストがかなり安いと考えられる。

Dr. YOON IL CHANG
Argonne National Laboratory 43



Removal of uranium, plutonium, and transuranics makes a 
300,000 year problem a 300 year problem 

Year 

Transuranic disposal issues 
The 1%  transuranic (TRU) content of nuclear fuel is responsible for 99.9%  
of the disposal  time requirement and policy issues 

Copyright 2011 GE Hitachi Nuclear Energy Americas LLC 
All rights reserved 

高放射性超ウラン元素の廃棄問題

プルトニウムとウラ
ニウムの分離

超ウラン元素の
処理

使用済み燃料
核分裂
生成物

天然ウラン鉱石

Pu, Uの除去Pｕ、U, MA
の除去
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GE Hitachi

GEがデザイ

ンした商業型
小型モジュ
ラー高速炉
S-PRISM
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日本の既存核燃料サイクルへのＩFRサイクルの応用
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SCNESへの段階的アプローチ （藤家洋一先生）

MA：マイナーアクチノイド（Np、Am、Cm等のPuを除く
超ウラン元素）

5LLFP：５つの長半減期核分裂生成物
（Tc99, I129, Cs135, Zr93, Sn126）

全放射性FP：半減期１年以上の核分裂生成物

燃料（U、Pu、MA）リサイクル（99.9%）＋

５LLFP回収（99%）・一時保管

（ステップ２と同じ廃棄物放射能削減効果）

燃料（U、Pu、MA）リサイクル（99.9%）＋

５LLFP回収（99%）・核変換

→ 廃棄物放射能は数百年で天然ウラン並み

燃料（U、Pu、MA）リサイクル（99.99%）＋

全放射性FP回収（99.99%）・核変換

→ 廃棄物放射能は百年で天然ウラン並み

U+Puリサイクル
軽水炉

U+Puリサイクル
高速炉

U+Pu+MAリサイクル
高速炉

ワンススルー
軽水炉

ＦＰレーザー濃縮

U+Puリサイクル
軽水炉

現在の状況

究極のSCNES ステップ３

SCNES ステップ２

SCNES ステップ１

もんじゅ

米ＩＦＲ等

金属燃料
高速炉サイクル

注：日本原子力発電株式会社委託研究として株式会社東芝が実施した成果より 47



リッコーバー提督の伝説：軽水炉の成功が高速
炉をクラウディングアウトした。
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両国は、より強力で対等な同盟にするためには、一流国家(tier-one nations)の見

方から臨むことが必要。一流国家とは、重要な経済的な重み、能力ある軍事力、
世界的なビジョン、国際的な関心事項への民主的な指導性を持たなければなら
ない。米国は間違いなく一流国家だが、日本の場合は、決断すべき事がある。つ
まり、日本は、なお一流国家であり続けたいのか、あるいは二流国に漂流しても
構わないのか？

１、エネルギー・セキュリティ
（原子力）

福島事故が原子力そのものに大きな負の影響をもたらした。我々は、安全審査
と地元の同意を前提として、原発を慎重に再開する事が正しく、また、責任ある
やり方だと考える。 日本はエネルギー利用効率では巨大な進歩を遂げており、
エネルギーでの研究開発では世界のリーダー。 短期的に、原子力なしでは、
CO2排出量削減目標達成や基盤発電量の確保日本に深刻な反作用が生ずる。

国家エネルギー政策の策定が延びると、日本にとって重要でエネルギー消費型
の産業が国外に去り、国家の生産性を危うくする。中国が、世界的な民生原子
力発電国家となってロシア、韓国、さらにはフランスの仲間に入るつもりなので、
日本にはその動きに遅れる余裕など無いはずだ。 福島からの教訓を立って、
安全な炉設計やキチンとした規制実践で世界をリードしなければならない。

CSIS ナイ・アーミティジ報告 から抜粋 (2012/8/10）
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福島事故を経験した日本は軽水炉体系を補完する新しいパラダ
イム作りをリードすべきではないか。

2014.2.20

（毎日新聞 経済観測２０１４−２−２０） 50



IFRに熱心な国は韓国
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フィンランド モデル
オルキルオト原発と

使用済み燃料長期地下貯
蔵設備（オンカロ）

オルキルオト原発を所有する
Teollisuuden Voima Oyj （フィン
ランド産業電力) 本社は原発
施設内に立地する。
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（参考）日米協力で福島第一原子力発電所の使用
済み燃料とデブリ処理システムの実証実験を

• 福島第一原発の使用済み燃料と炉心デブリは県外に持ち出すことは難しい。

• デブリの石棺方式は取らない。

• 福島第二原発は廃炉でない別の活用の道がある。

• 電解型乾式再処理システムはデブリ処理にも有効。（再利用できるPu, U, MA
と高レベル廃棄物（３００年型）の分離）

• 統合型高速炉（GE のSPRISM炉）での燃焼実証。

• 高レベル廃棄物（３００年型）の貯蔵管理廃棄実験。

• 従来の各燃料サイクルを補完するモデル開発と人材育成。

• 米国、韓国などとの国際協力プロジェクト。 日韓関係改善の切り札。 原子
力平和利用のモデルを提示。

• 米国は商業再処理を推進しない国策を取るが、この技術で福島復興には協
力したいという立場。

• 2018年に来る日米原子力協定延長の環境整備。

別配布の「将来の高速炉サイクルオプションとしての小型金属燃料高速炉と乾
式サイクル施設を併設した統合型高速炉（IFR）の技術的可能性調査」 を参考 53



永井隆 長崎医科大学教授、「長崎の鐘」の著者

1945年(昭和20年)8月9日、長崎市に原子爆弾が投下さ
れ、爆心地から700メートルの距離にある長崎医大の診察

室にて被爆。右側頭動脈切断という重傷を負うも、布を頭
に巻くのみで救護活動にあたった。救護活動の合間に「原
子爆弾救護報告書」(第11医療隊)を執筆し、長崎医大に
提出した。 その結語で彼はこう述べている。

「すべては終った。祖国は敗れた。吾大学は消滅し吾教室は烏有に帰し
た。余等亦夫々傷き倒れた。住むべき家は焼け、着る物も失われ、家族
は死傷した。今更何を云わんやである。唯願う処はかかる悲劇を再び人
類が演じたくない。原子爆弾の原理を利用 し、これを動力源として、文
化に貢献出来る如く更に一層の研究 を進めたい。転禍為福。世界の文

明形態は原子エネルギーの利用により一変するにきまっている。そうし
て新しい幸福な世界が作られるならば、多数犠牲者の霊も亦慰められる
であろう。」
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㊦

　
東
日
本
大
震
災
か
ら
５
年
が
た

った
今

、エ
ネ
ル
ギ

ー情
勢
は
様

変
わ
り
し
て
い
る

。

　
例
え
ば
石
油
価
格

。２
０
１
４

年
の
夏
か
ら
み
て
国
際
石
油
価
格

は
約
３
割
の
水
準
だ

。国
際
エ
ネ

ル
ギ

ー機
関

（Ｉ
Ｅ
Ａ

）が

年

月
に
発
表
し
た
世
界
エ
ネ
ル
ギ

ー見
通
し
で
注
目
す
べ
き
は
「
石

油
低
価
格
シ
ナ
リ
オ

」だ
。５
年

前
に
北
米
の
シ

ェ
ール
オ
イ
ル
生

産
が
日
量
４
０
０
万

を
超
え

、

天
然
ガ
ス
で
も
米
国
が
輸
出
国
に

な
る
と
予
想
す
る
者
は
い
な
か

っ

た

。さ
ら
に
石
油
輸
出
国
機
構
（Ｏ

Ｐ
Ｅ
Ｃ

）の
リ

ーダ
ー
、サ
ウ
ジ

ア
ラ
ビ
ア
が
減
産
せ
ず
価
格
支
配

を
放
棄
し
た
の
も
驚
き
だ

。

　
サ
ウ
ジ
は
北
米
産
シ

ェ
ール
オ

イ
ル
が
ど
の
程
度
の
価
格
弾
力
性

を
持
つ
の
か
試
し
て
い
る

。原
油

価
格
低
迷
で
シ

ェ
ール
減
産
を
予

想
す
る
者
が
多

か

った
が

、リ

グ
（掘
削
設
備

）

な
ど
の
価
格
低

下

、効
率
的
な
油
田
へ
の
資
源
集

中
に
よ
り

、シ
ェ
ール
は
結
構
し

ぶ
と
い
こ
と
が
分
か

って
き
た

。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
は
シ

ェ
ール
オ
イ
ル
の

価
格
弾
力
性
を
分
析
し

、市
場
価

格
に
あ
わ
せ
て
素
早
く
供
給
を
調

節
す
る
機
能
は
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
か
ら
北

米
の
シ

ェ
ール
に
移

った
と
結
論

付
け
て
い
る

（図
参
照

）
。「
エ

ネ
ル
ギ

ー新
時
代

」の
幕
開
け
だ

。

　
日
本
は
震
災
後
５
年
間

、大
半

の
原
子
力
発
電
所
が
停
止
し

、ガ

ス
と
石
油
の
輸
入
増
で
国
富
を
流

出
さ
せ
て
き
た

。し
か
し
最
近
の

原
油
価
格
低
迷
が
貿
易
収
支
を
改

善
し

、安
倍
政
権
の
経
済
政
策
ア

ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
支
え
て
い
る

。こ

れ
は
日
本
に
と

って
極
め
て
幸
運

だ
が

、一
体
い
つ
ま
で
維
持
で
き

る
の
か

。一
方
で

、長
引
け
ば
良

い
こ
と
ば
か
り
で
は
な
く
な
る

。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
は
２
年
連
続
で
石
油
の

上
流
投
資
が
減
る
と
み
る

。石
油

低
価
格
シ
ナ
リ
オ
の
第
１
の
問
題

は

、北
米
や
ブ
ラ
ジ
ル
な
ど
非
Ｏ

Ｐ
Ｅ
Ｃ
の
高
コ
ス
ト
生
産
地
域
で

投
資
が
減
る
た
め

、将
来
は
低
コ

ス
ト
の
中
東
の
Ｏ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
諸
国
に

過
度
に
依
存
す
る
こ
と
に
な
る
点

だ

。こ
の
シ
ナ
リ
オ
で
は
世
界
の

石
油
貿
易
量
の
半
分
以
上
が
ホ
ル

ム
ズ
海
峡
経
由
に
な
る

。最
近
の

サ
ウ
ジ
と
イ
ラ
ン
の
対
立
激
化
や

過
激
派
組
織「
イ
ス
ラ
ム
国

」（Ｉ

Ｓ

）に
よ
る
テ
ロ
の
拡
散
な
ど

、

中
東
情
勢
は
予
断
を
許
さ
な
い

。

　
日
本
は
昨
年

、ペ
ル
シ

ャ湾
な

ど
で
の
緊
急
事
態
に
対
応
す
る
た

め
安
全
保
障
法
制
を
強
化
し
た

。

今
後
は
同
じ
く
中
東
依
存
が
高
ま

る
中
国

、イ
ン
ド
と
の
安
全
保
障

協
力
も
視
野
に
入
れ
る
べ
き
だ

。

米
国
か
ら
の
液
化
天
然
ガ
ス

（Ｌ

Ｎ
Ｇ

）輸
入
に
加
え
中
東
外
の
大

供
給
国

、ロ
シ
ア
と
の
関
係
強
化

が
重
要
だ

。ロ
シ
ア
も
日
本
と
の

安
定
し
た
取
引
を
求
め
て
い
る

。

こ
の
際

、ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
や

電
力
グ
リ

ッド
（送
電
網

）の
連

係
な
ど
思
い
切

った
経
済
連
携
を

進
め
る
べ
き
だ
ろ
う

。

　
ガ
ス
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
に
よ
る
ド

イ
ツ
と
ロ
シ
ア
の
経
済
統
合
が

、

東
西
ド
イ
ツ
の
再
統
合
を
可
能
に

し
た
と
考
え
れ
ば

、日
ロ
間
の
エ

ネ
ル
ギ

ーブ
リ

ッジ
が
い
ず
れ
北

方
領
土
問
題
解
決
へ
の
一
里
塚
に

な
る
と
考
え
ら
れ
る

。政
府
が
ア

ジ
ア
と
一
体
の
エ
ネ
ル
ギ

ー安
全

保
障
を
考
え

、産
業
界
は
国
内
市

場
が
縮
小
す
る
中
で
広
く
ア
ジ
ア

と
一
体
と
な

った
エ
ネ
ル
ギ

ービ

ジ
ネ
ス
を
考
え
る
べ
き
だ

。

　
原
油
価
格
低
迷
が
も
た
ら
す
第

２
の
問
題
は
地
球
環
境
問
題
へ
の

取
り
組
み
の
遅
延
だ

。温
暖
化
ガ

ス
削
減
問
題
は
５
年
間
全
く
進
展

が
な
か

った
が

、
年
末
の
第

回
国
連
気
候
変
動
枠
組
み
条
約
締

約
国
会
議

（Ｃ
Ｏ
Ｐ

）の
合
意

が
転
機
と
な
る
か
も
し
れ
な
い

。

　
今
回
は
米
中
を
含
む
主
要
国
す

べ
て
が
参
加
す
る
メ
カ
ニ
ズ
ム
が

で
き
た

。ま
た
各
国
の
約
束
を
５

年
ご
と
に
見
直
し

、徐
々
に
目
標

に
近
づ
く
ボ
ト
ム
ア

ップ
プ
ロ
セ

ス
が
誕
生
し
た

。５
年
前
の
震
災

を
理
由
に
し
た
義
務
免
除
は
も
う

通
用
し
な
い
し

、将
来
削
減
が
一

層
強
化
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る

。

　
Ｉ
Ｅ
Ａ
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ーが
将
来
石
炭

、天
然
ガ
ス
を
追

い
越
し

、最
大
の
電
源
に
な
る
と

み
て
い
る

。そ
の
た
め
に
は
化
石

燃
料
か
ら
低
炭
素
エ
ネ
ル
ギ

ーへ

一
挙
に
シ
フ
ト
を
起
こ
す
必
要
が

あ
る

。し
か
し
低
価
格
の
石
油

、

ガ
ス

、石
炭
は
こ
れ
に
水
を
差
す

。

　
特
に
石
炭
は
今
安
い
か
ら
と
い

って
、低
効
率
の
石
炭
発
電
設
備

投
資
を
す
る
と
排
出
規
制
が
強
化

さ
れ
れ
ば
困

った
こ
と
に
な
る

。

解
決
の
た
め
に
は
石
炭
ガ
ス
複
合

発
電

（Ｉ
Ｇ
Ｃ
Ｃ

）な
ど
高
効
率

発
電
技
術
や

、将
来
実
現
す
る
二

酸
化
炭
素

（Ｃ
Ｏ

）回
収
・
貯

留
技
術

（Ｃ
Ｃ
Ｓ

）を
遡
及
適
用

す
る
こ
と
が
必
要
に
な
る

。

　
将
来
に
炭
素
価
格
が
高
く
な
れ

ば

、水
素
技
術
は
逆
に
日
本
の
お

家
芸
に
な
り
う
る

。こ
う
し
た
リ

ス
ク
を
コ
ス
ト
と
し
て
認
識
す
る

た
め

、欧
米
の
企
業
の
多
く
は
将

来
の
Ｃ
Ｏ

価
格
を
１

㌧当
た
り

〜

㌦と
想
定
し
て

、投
資
決

定
の
ハ

ード
ル
レ

ート
に
加
え
て

い
る
と
聞
く

。一
方

、日
本
企
業

で
こ
う
し
た
動
き
は
ほ
と
ん
ど
な

い
よ
う
だ

。パ
リ
合
意
を
受
け
て

早
く
日
本
企
業
も
同
様
の
準
備
を

始
め
る
べ
き
だ
ろ
う

。

　
原
油
価
格
低
迷
の
第
３
の
課
題

は

、原
子
力
の
将
来
を
ど
う
描
く

か
だ

。中
東
危
機
は
千
年
に
一
度

の
津
波
よ
り
頻
繁
に
起
き
る
可
能

性
が
高
く

、原
子
力
は
準
国
産
の

電
源
と
し
て
重
要
だ

。原
発
事
故

か
ら
５
年
が
た
ち

、厳
し
い
安
全

基
準
の
下
で
原
発
再
稼
働
が
徐
々

に
進
む
中
で

、政
府
は

年
に
原

子
力
発
電
が
全
電
源
の

〜

％

を
占
め
る
と
の
目
標
を
立
て
た

。

　
こ
れ
は
エ
ネ
ル
ギ

ー安
全
保
障

と
温
暖
化
ガ
ス
排
出
削
減
目
標
の

達
成
を
可
能
に
す
る
最
低
限
の
目

標
だ

。今
後
も
原
油
価
格
低
迷
が

続
く
な
ら

、原
発
は
不
要
と
の
声

が
あ
る
が
そ
う
単
純
で
は
な
い

。

　
シ

ェ
ール
革
命
で
天
然
ガ
ス
が

極
め
て
安
い
米
国
で
は

、ガ
ス
が

石
炭
よ
り
割
安
に
な

った
た
め
ガ

ス
発
電
が
石
炭
発
電
に
取

って
代

わ
り

、Ｃ
Ｏ

排
出
削
減
と
経
済

成
長
の
両
立
が
可
能
に
な

った
。

ま
た
米
国
で
は

、シ
ェ
ール
革
命

で
従
来
の
石
炭
に
加
え
石
油
や
ガ

ス
が
今
後
数
十
年
間
は
豊
富
に
生

産
さ
れ
る
の
で

、安
全
保
障
上
の

理
由
か
ら
割
高
な
原
子
力
発
電
を

進
め
る
必
要
性
は
乏
し
い

。残
念

な
が
ら
シ

ェ
ール
革
命
の
な
い
日

本
に
こ
ん
な
余
裕
は
な
い

。

　
ド
イ
ツ
が

年
ま
で
に
原
発
を

順
次
廃
止
で
き
る
の
も

、い
ざ
と

な
れ
ば
隣
国
の
フ
ラ
ン
ス
か
ら
原

子
力
の
電
気
を
輸
入
で
き
る
か
ら

だ

。さ
ら
に
欧
州
は
電
力
グ
リ

ッ

ド
が
緊
密
に
連
係
し
て
大
市
場
を

形
成
す
る
こ
と
で

、変
動
す
る
風

力
・
太
陽
光
の
利
用
度
を
上
げ
る

こ
と
も
目
指
し
て
い
る

。欧
州
は

ま
さ
に
集
団
的
な
連
係
プ
レ

ーで

エ
ネ
ル
ギ

ー安
全
保
障
と
持
続
可

能
性
を
同
時
に
達
成
し
て
い
る

。

　
隣
国
と
連
係
が
な
い
う
え

、国

内
の
電
力
網
す
ら

㌹と

㌹で

東
西
に
分
断
さ
れ
て
い
る
日
本
で

同
じ
こ
と
は
で
き
な
い

。

　
今
で
も
な
お
多
く
の
国
民
が
安

全
保
障

、地
球
環
境
貢
献

、経
済

性
と
い

った
メ
リ

ット
だ
け
で
は

原
子
力
推
進
に
賛
成
で
き
な
い
よ

う
だ

。確
か
に

、他
の
エ
ネ
ル
ギ

ーよ
り
も
厳
し
い
持
続
可
能
性
条

件
が
原
子
力
に
は
求
め
ら
れ
る

。

そ
の
条
件
と
は

、第
１
に
万
が
一

事
故
が
起
き
て
も
放
射
能
が
ま
き

散
ら
さ
れ
な
い
と
い
う
原
子
炉
の

受
動
的
安
全
性

、第
２
に
使
用
済

み
核
燃
料
や
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
が

安
全
に
処
分
さ
れ
る
こ
と

、第
３

に
日
本
が
途
上
国
に
技
術
輸
出
し

て
も
核
兵
器
に
転
用
さ
れ
な
い
と

い
う
核
不
拡
散
性
で
あ
る

。

　
実
は
こ
う
し
た
技
術
は
す
で
に

米
国
に
存
在
す
る

。ア
ル
ゴ
ン
ヌ

国
立
研
究
所
が
開
発
し
た
統
合
型

高
速
炉

（Ｉ
Ｆ
Ｒ

）と
電
解
型
乾

式

（空
冷
式

）再
処
理
技
術
だ

。

こ
の
技
術
は
福
島
第
１
原
発
の
炉

心
で
溶
け
落
ち
た
核
燃
料

（デ
ブ

リ

）の
処
理
に
必
須
で
あ
る

。高

速
増
殖
炉
「
も
ん
じ

ゅ
」も
、こ

の
炉
で
使
う
金
属
燃
料
の
燃
焼
実

験
に
使
え
る

。

　
日
米
原
子
力
協
定
の
改
定
が

年
に
迫

って
い
る

。日
米
国
民
が

納
得
す
る
協
定
延
長
の
た
め
に
は

持
続
可
能
な
原
子
力
シ
ス
テ
ム
の

未
来
図
が
必
要
だ

。こ
の
際

、日

米
共
同
で
炉
心
デ
ブ
リ
処
理
技
術

の
実
証
実
験
を
福
島
で
進
め
る
こ

と
が
近
道
で
は
な
い
か

。

　
震
災
か
ら
５
年
が
た
つ
が

、世

界
の
エ
ネ
ル
ギ

ー情
勢
は
嵐
の
ま

った
だ
中
に
あ
る

。立
ち
止
ま

っ

て
い
る
わ
け
に
は
い
か
な
い

。

田
中
　
伸
男
　
　

元
国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
事
務
局
長

原
油
安
続
く
と
中
東
依
存
が
一
層
高
ま
る
懸
念

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
と
温
暖
化
回
避
両
立
を

日
米
原
子
力
協
定
改
定
を
見
据
え
未
来
図
描
け

日
本
、米
独
と
事
情
違
う

原
油
安
続
い
て
も
原
発
必
要

　
た
な
か
・
の
ぶ
お
　

年
生
ま

れ

。東
京
大
経
卒

、旧
通
産
省
へ

。

笹
川
平
和
財
団
理
事
長

日
経
新
聞
一
月
二
十
一
日
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